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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

あけまして、おめでとうございます。今年もどうぞよろしくお願いいたします。はたして、今年はどんな年になるのか、よく解かりませんが、昨年のトランプ勝利やイギリスのＥＵ離脱と言う世界を揺るがせた流れが、今後も続くのかどうか、十分に注目しておく必要がありそうです。あまり、外交・防衛問題には触れてこなかったのですが、気が付いたことについては、今後は触れて行く予定です。毎週１回発行を原則としていますが、時に不定期になることをお許しいただければ幸いでございます。
内閣官房による公務員人事決定の弊害、民主主義の危機

ロナルド・ドーアさんの2013年10月講演記録を読む
さて、昨年末に書類や資料などの整理をしていたら、ロナルド・ドーアさんの2013年10月28日付講演原稿資料が出てきた。政策研究大学院大学（GRIP）において「三権分離:民尊官卑時代の民主主義」と言う題で講演された時の物のようだ。2013年の10月と言えば、民主党から政権が安倍政権に移って1年近く経とうとしていた時である。
この原稿の中で、ドーアさんは日本の民主主義について多くの貴重な問題提起をしておられるのだが、読んでいて特に印象深く感じた点がある。それは、三権分立と言う制度の中で、特に日本の最高裁判所の独立性が失われている事と並んで、もう一つの民主主義にとって不可欠な必須条件として「政治から独立した官僚制度」がおかしくなるのではないか、と危惧されている点である。それは、国家公務員法の改正として2014年に実現されていくことになるのだが、当時の安倍政権が目指していたことについて、「人事院の独立を廃止して、官僚の任免、昇進制度を全部政治家の審査過程を通じて行うような官僚の独立性を破壊しようとする法案」だとして「実に憂うべきこと」と断じておられる。
政治から独立した官僚制度こそ、今の日本には必要だ
この弊害は、現実のものになって日本の政治・行政を大きく変えつつある。内閣人事局が設定され、人事局長に事務ではない政治家の内閣官房副長官が就任し、部長職以上の高級官僚人事について査定し、任用しているのだ。つまり、各省庁の高級官僚の人事が総て官邸によって決められるようになっているわけで、政権が進めようとする政策に対して、心ある官僚が国民全体の立場から異論をはさんだり、抵抗する事が出来なくなっているのだ。最近の事例として、余り表ざたになっていないものの、厚生労働大臣の下で筋を通そうとしたA局長が、事実上更迭されるに至ったことや、消費税の引き上げが2度にわたって延期されるに際して、財務省の中から殆ど批判らしい批判が出てこなかったことなど、その弊害は目に余るものがある。
安倍政権への忠誠競争で政策が歪められ始めている危機
官邸の中で、総理はもちろんだが、官房長官はもう既に4年以上歴任し、官房機密費を使った内閣のガバナンス強化策だけでなく、本来中立であるべき官僚の人事権を掌握することによって、安倍政権への忠誠競争をコントロールしているのだ。心ある官僚の方たちは、物言えば唇寒しと言う心境にならざるを得なくなっているわけで、ドーア氏はこの講演の中で「日本のアメリカ化の完全な行き過ぎだ」と批判されている。ただでさえ優秀な人材が官僚になろうとしなくなりつつある今日、こういう公務員制度の改革は今後の日本の民主主義制度にとって、必ず大きな禍根を残すに違いない。現に、その弊害があらわになりつつあるだけに、ドーア氏の3年以上前の問題提起は貴重なものと受け止めなければなるまい。
ドーア教授は、アベノミクスで2%のインフレターゲットは成功しないと予言、政府紙幣発行で5%のインフレ目標を提言?!
そのドーア氏に関連した資料を調べていたら、2013年3月12日付の週刊『エコノミスト』の論文が出てきた。これは、始まったばかりのアベノミクスについてどう考えるのか、歴代エコノミスト賞受賞者が考える「日本経済　私の処方箋」として「インフレ目標2%は中途半端　ホンモノの『貨幣印刷』を試みよ」と題する論文である。

この論文の中で、安倍内閣の進めるインフレターゲット2%は効果が期待できない、と結論付けておられる。それは、2%はあまりにも慎重で国民が期待を変えられそうにないし、内閣にも麻生財務大臣や甘利大臣などは財政健全化論者で、インフレを起こすべきと言う統一信念がなさそうだと見ておられる。なにより「もともと、量的金融緩和の『金融政策だけでデフレ脱却できない』のが日本の過去10年の経験、米国の最近の経験が明らかにしている。国債を買い上げて、マネーサプライを増やそうとしても、そのマネーが銀行の日銀における預金で寝てしまって、刺激効果を持たない」(84頁)と、手厳しく批判を展開されていて、今日振り返ってみてもその評価は当たっている。
民主主義と言う政治の下で、政府紙幣発行は歯止めがかかるのか
その上で、では、本物のインフレ工作はあるのか、ドーア氏はあるとして、6項目の政策提言を打ち出している。その冒頭の1項目目に「日銀法を改正し、政府の注文次第、新しい貨幣を増刷させうることを規定する」とある。つまり、「政府紙幣」の発行であり、時あたかもイギリスの金融サービス長官のアデア・ターナー長官が「国債発行をやめ、貨幣を印刷しろ」と言う処方箋をあらゆる国の政策手段に組み込む提案をした時の論文である。正直に言って、このドーア論文を4年前に読んで、ちょっと理解できなかったことを覚えているのだが、インフレを起そうとすれば、一番簡単な方法は政府紙幣の発行であり、日銀の直接引き受けなのだろう。もちろん、財政法や日銀法の改正と言う大問題が出てくるわけだが、民主主義という政治の現場では、こうした政策が展開され始めれば歯止めが効かなくなる危険性が大きいわけで、インフレは起せるかもしれないが、日本経済は破滅の道を歩み始めるに違いない。
今後も、いろいろな角度から経済政策のあり方を検討したい
はたして、このような今までの常識では考えられないような経済政策を取る以外に、今の先進国の経済を救う道は無いのだろうか。前号で触れたような「物価水準の財政理論」(FTPL)、即ち金融緩和と累積赤字など問題にしない財政拡張政策を併せた政策の提起など、どうしてこのような経済政策が展開されていくのか、常識では考えられない事ではある。もう一度、経済政策はどうあるべきなのか、今年一年も引き続き考え続けて行きたい。
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